
各種補助金の変更点について



１．１歳児配置改善費について
令和７年度の予算案における対応

●１歳児の職員配置の改善を進めるため、公定価格上の加算で措置する。

●人材確保や保育の質の向上の観点も踏まえ、職場環境改善を進めている施設・事業所において、１歳児の職員配
置を５：１以上に改善した場合に加算する（令和７年４月～）

【対象】以下のすべてを満たす事業所（配置基準が既に５：１以上である家庭的保育を除く）

（１）処遇改善等加算ⅠⅡⅢのすべてを取得している

（２）業務においてICTの活用を進めている

（※①登降園管理、②計画・記録、③保護者連絡、④キャッシュレス決裁のうち、

①及びもう１機能以上の機器を導入し活用している）

（３）施設・事業所の職員の平均経験年数が10年以上

現行：堺市が各補助金で補助

見直し後：３つの条件を満たし、配置改善を行っている場合は、公定価格による加算を適用

※配置改善を行っているが、３つの条件を満たさない場合⇒従来通り、堺市の補助金で補助

※現時点の予算案の内容であるため、変更等の可能性があることにご留意ください。



２．宿舎借り上げ支援事業補助金について
令和７年度の見直し内容

【対象者】採用された日から起算して５年以内の常勤の保育士

（令和７年度から対象となる者）

・対象期間の段階的な見直し（採用された日から起算して６年→５年以内）

・令和７年度から対象となる者について、補助上限額を見直し

現 行：対象職員一人当たり補助上限額４１，２００円

見直し後：現時点で、国からの具体的な補助上限額の公表なし

※こども家庭庁の令和７年度予算案資料において、新規対象者となる方は、補助対象年数、補助上限額に

関する見直しが行われることが示されております。

堺市としての対応方法は、国の見直し内容を踏まえて調整予定としていますので、詳細が決まり次第

お知らせします。



３．保育所等における性被害防止対策に係る
設備等支援補助金について

【事業の目的】
パーテーション・簡易扉・簡易更衣室等の設置によるこどものプライバシー保護
や保護者からの確認依頼等に応えるためのカメラによる支援内容（保育の実践記
録等）の記録を通じ、設備における性被害防止対策を支援する。

①対象施設
認定こども園・保育所・地域型保育事業所、認可外保育施設
②補助額
補助基準額100,000円のうちの4分の3

※国の令和6年度補正予算の残額が令和7年度に繰り越されることを前提として
いるため、国の令和6年度補正予算の状況により、補助額が変更となる場合があ
ります。



４．延長保育事業補助金について

国基準（改正前） 国基準（改正後） 堺市基準（改正前） 堺市基準（改正後）

【補助金額】

(30分) 300,000円
(1時間) 1,667,000円
(2～3時間) 2,640,000円
(4時間) 5,510,000円

【補助金額】

(30分) 600,000円
(1時間) 1,760,000円
(2～3時間) 2,761,000円
(4時間) 5,673,000円

【補助金額】

(30分) 300,000円
(1時間) 1,667,000円
(2～3時間) 2,640,000円
(4時間) 5,510,000円

【補助金額】

(30分) 300,000円
600,000円

(1時間) 1,760,000円
(2～3時間) 2,761,000円
(4時間) 5,673,000円

【補助要件】
(30分) 平均対象児童数1名以上
(1時間) 平均対象児童数6名以上
(2～3時間)平均対象児童数3名以上
(4時間)  平均対象児童数3名以上

【補助要件】
(30分) 平均対象児童数1名以上
(1時間) 平均対象児童数3名以上
(2～3時間)平均対象児童数3名以上
(4時間)  平均対象児童数3名以上

【補助要件】
(30分) 利用児童数1名以上
(1時間) 利用児童数6名以上
(2～3時間)利用児童数3名以上
(4時間)  利用児童数3名以上

【補助要件】
(30分) 利用児童数1名以上
(1時間) 平均対象児童数3名以上
(2～3時間)平均対象児童数3名以上
(4時間)     平均対象児童数3名以上

改正前の国基準と堺市基準は、補助金額は同じではあるが、30分区分の補助要件において、国が「平均対象児童数」
としているところを堺市では「利用児童数」とており、市独自で要件緩和した運用を行っています。
平均対象児童数の算定方法は、堺市HP「制度概要」をご確認ください。

堺市
独自補助

1人の場合
平均
1人の場合



５．公印廃止について

●オンライン化への対応を見据えた行政手続きの簡素化等の
観点から、令和７年度より公印を一部省略することとなりま
した。

公印を省略する書類
（１）堺市補助金交付決定通知書（変更交付を含む）
（２）堺市補助金確定通知書


